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要旨：近年，経済的な観点から修復性能評価に資する RC 造部材のひび割れ進展解析手法や評価手法に関す

る研究が進められている。本研究では，せん断変形が卓越する RC 造壁部材のひび割れ間隔，ひび割れ幅，ひ

び割れ長さに着目した簡便なひび割れ進展推定手法の構築を目的として，Collins らによって提案された修正

圧縮場理論と，ひび割れ進展に伴う剛性低下メカニズム，および，ひび割れ幅分布特性を用いた損傷量推定

を行い，実験結果との比較検討を行った。検討結果より，壁部材の最大耐力，ひび割れ間隔・幅・長さの変動

傾向を概ね推定可能であることを確認した。 
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1. はじめに 

近年，環境問題や建築構造物の供用期間の長期化に伴

う経済的な観点から，建築構造物の安全性能のみならず，

地震等の外力に対する修復性能や損傷量推定手法および

評価手法に関する検討が進められている例えば 1)。特に RC

造部材におけるひび割れ進展解析・評価手法に関する研

究が精力的に進められ，様々な解析・評価手法が提案さ

れている例えば 2)。しかし，RC 造壁部材については実験に

おける正確な損傷量の計測にかかる労力が大きいことか

ら損傷量推定・評価手法に関する実験的研究は柱梁部材

ほど多くはない。一方，壁部材に関する解析手法の一例

として，非線形 FEM を用いた解析により履歴特性，ひび

割れ形状がある程度再現可能であることが報告されてい

る 3)。しかし一般建築物の構造設計に修復性能評価を普

及させるためには簡便な損傷量推定手法の確立が不可欠

であると考えられる。本研究では Collins ら 4)が提案した

せん断解析手法である修正圧縮場理論とひび割れ幅分布

特性を用いて各変形状態における損傷量（ひび割れ幅，

間隔，長さ）を推定する簡便手法を提案した。 

 

2. 検討対象 

2.1 対象試験体 5) 6) 

試験体形状および配筋図を図－1 に，試験体諸元を表

－1 にそれぞれ示す。試験体は 3 体で，いずれも壁厚

100mm のウェブ壁両端を，部材せい 150mm 幅 700mm の

フランジ壁が挟む H 型断面で，せん断スパン比が 0.67 と

なるように壁内法長さを 780mm，壁長を 1650mm とし

た。フランジ壁の曲げ降伏先行を防ぐため，フランジ壁

の縦筋比は 2.8%とした。材料特性は文献 6)，7)によるも

のとする。また対象試験体は乾燥収縮が壁部材の構造性

能に及ぼす影響を検討するための試験体として養生条件

が実験変数となっており，紙面の都合上詳細は割愛する

が載荷開始前のひび割れ性状に差異がある 6)。 
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図－1 試験体形状および配筋図（単位：mm） 

 

表－1 試験体諸元 
試験体 WM 試験体 WD2 試験体 WD1 試験体 
内法高さ 780mm 

フラ
ンジ
壁 

B×D 700×150mm 
主筋 16-D16(pt=2.8%) 
帯筋 2-D10@100(pw=0.95%) 

ウェ
ブ壁 

壁厚 100mm 
全長 1650mm 
壁筋 D10@100 ダブル（縦横） 

M/QD 0.67 
N/BDσ 0（軸力なし） 
養生方法 シールド 暴露（ウェブ壁表面のみ） 
養生期間 3 ヶ月 8 ヶ月 

𝜎(N/mm2) 35.5 34.3 38.7 
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2.2 載荷計画 7) 

実験は試験体上部スタブ中央の水平変位𝛿を計測高さ

𝐻 = 1000mmで除した部材角𝑅 = 𝛿/𝐻で載荷制御した。 

初期載荷として R=1/10000rad.および 1/5000rad.で 2 サ

イクルの繰り返し載荷を実施した後，1/3333rad.～

1/1250rad.までを 5 サイクル繰り返しの漸増載荷，

1/1000rad.および 1/500rad.は 2 サイクルの繰り返し載荷，

1/333rad.以降は 1 サイクルの正負交番載荷を実施した。

なお，本実験では軸力は加えていない。 

2.3 損傷量計測手法 

本実験では，5060 万画素の有効画素数を有するデジタ

ルカメラを設置し，各載荷状態のピーク時および除荷時

に試験体ウェブ壁面の損傷状態の撮影を行った。同時に，

クラックスケールによる壁面の最大ひび割れ幅の計測を

行った。その後，撮影したひび割れ画像の収差補正を行

い，CAD 上でひび割れ図の作成および計測ツールを用い

てひび割れ長さ，ひび割れ間隔の計測を行った。なお，

計測面には試験体背面を用い，ウェブ壁面のコンクリー

ト表面に剥落が生じるまでを計測範囲とした。 

また，収差補正後の画像解像度は 1pixel≒0.16mm であ

る。すなわち本研究においては，ひび割れ幅が約 0.2mm

以上のひび割れが評価対象となる。 

2.4 ひび割れ幅分布の特定 

実験より得られたひび割れ画像からひび割れ以外のノ

イズ（コンクリート表面の汚れなど）を除去した後，二

値化処理を施し，計測プログラムを用いて 0.05mm ごと

に階級分けされたひび割れ幅に対応するひび割れ長さの

計測を行った。図－2 に計測プログラムの概要を示す。 

 

 

図－2 ひび割れ幅分布の自動計測手法概要 

 

3. 実験結果 

3.1 荷重‐変位関係および損傷量測定結果 

荷重－変位関係は紙面の都合上，文献 5)，文献 6)によ

るものとする。また，損傷量計測結果は 5 章の推定結果

と併せて記載する。 

3.2 ひび割れ幅分布 

図－3 に地震時せん断ひび割れが卓越する WM 試験体

（シールド養生試験体，+1/200rad 時）のひび割れ幅分布

を示す。横軸は 0.05mm ごとに階級分けされたひび割れ

幅，縦軸はひび割れ総長さに対する各ひび割れ幅階級の

対応ひび割れ長さの比である。平均値は 0.4415mm，分散

は 0.0263 であった。平均ひび割れ幅を示す階級が総ひび

割れ長さの 20%以上を占めており，その階級をピークと

してひび割れ幅が分布していることが確認された。 

図－4 に実験結果を累積表示したものと，式(1)に表さ

れる対数正規分布関数との関係を示す。 
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ここに，𝜆：確率変数 X の自然対数の平均値，𝜁：X の自

然対数の標準偏差である。図－4 より試験体に発生した

ひび割れは対数正規分布とよく対応することが確認され

た。よって，本研究ではひび割れ幅分布は対数正規分布

に従う確率現象として扱うこととする。 

 

図－3 ひび割れ幅分布 

 

図－4 対数正規分布との対応 

 

4. 推定手法の概要 

4.1 修正圧縮場理論 4) 

修正圧縮場理論（The Modified Compression Field Theory）

は，Collinsらによって提案されたせん断解析手法である。

この理論は，RC 平板に発生する地震時せん断ひび割れ

を面内に平均的に分布する斜めひび割れとみなし，斜め

ひび割れが生じた RC 要素内に働く応力・ひずみを平均

化して取り扱い，要素内のひずみの適合条件，材料構成

則および力のつり合い条件を用いることにより，地震時

せん断ひび割れ発生以前から破壊（コンクリートの圧壊）

に至るまでの力学的挙動を算出するものである。 
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4.2 推定フロー 

修正圧縮場理論を用いた解析から得られる各変形状態

における剛性および各方向のひずみからひび割れ幅，間

隔を推定し，それらとひび割れ幅分布特性を用いてひび

割れ長さの推定を行う。ただし，ひび割れ進展は不可逆

性を有するもの（一度開いたひび割れはそのまま）とす

る。 

4.2.1 ひび割れ間隔推定 

一般にひび割れ間隔は一定値ではなく部材の変形状態

に応じて変動することが実験等により確認されている。

文献 8)に示されている平均ひび割れ間隔𝑆௩（式(2)）はひ

び割れ定常状態到達後におけるひび割れを扱うものであ

り，定常状態以前のひび割れ間隔を評価しているもので

はない。 

 𝑆௩ =
3𝜎௧𝑏𝑡௪൛2.6 − 0.93 logൣ0.5൫𝑆௫ + 𝑆௬൯൧ൟ

ൣ𝑛𝜏௫൫𝛷௫ + 𝛷௬൯൧ cos 𝜃

 (2) 

ここに，𝜎௧：コンクリートの引張強度，𝑡௪：壁厚，𝜏௫：

鉄筋とコンクリートの付着強度，𝛷௫，𝛷௬：横筋および縦

筋の鉄筋周長，𝑛：鉄筋段数，𝑆௫，𝑆௬：横筋および縦筋の

鉄筋間隔，𝜃：ひび割れの角度である。本研究では，定

常状態到達以前のひび割れ挙動も推定することを目的と

して，ひび割れが発生および拡幅・進展する過程で剛性

が低下することを考慮し，解析における初期剛性に対す

る剛性低下率をひび割れ進展のパラメータとした。すな

わち，新規ひび割れの発生に伴い剛性低下し，ひび割れ

定常状態到達時には剛性が初期剛性の𝛽倍となることを，

解析上のひび割れ進展判定基準に反映させた。式(2)によ

り算出されたひび割れ間隔を定常状態時の平均ひび割れ

間隔とする。この間隔のα(= 2ିଵ)倍で発生するひび割れ

を一次ひび割れとし，平均ひび割れ間隔ごとに発生する

ひび割れを n 次ひび割れとする。ここで，本研究におけ

る定常状態到達以前のひび割れ間隔の変動を式(3)のよ

うに仮定する。定常状態到達以後は𝑆 = 𝑆௩とした。 

 𝑆 = ൜(𝛼 − 1)
𝐺 − 𝛽𝐺

𝐺 − 𝛽𝐺
+ 1ൠ ∙ 𝑆௩ (3) 

ここに，𝑆：ひび割れ間隔，𝐺：せん断剛性，𝐺：初期

剛性，𝐺：ひび割れ発生時の剛性，𝛼：拡大係数で 2n-1（文

献 1）より n=2），𝛽：定常状態到達時剛性低下係数（本研

究では 0.10 とした）である。なお，ここでの剛性は解析

上の各ステップにおけるせん断力増加分をせん断変形角

増加分で除したものとする。 

また，解析で初期条件として与えた主引張ひずみ𝜀ଵか

ら適合条件と材料構成則を用いて各変形状態におけるせ

ん断力を算出する過程において，主応力角度（ひび割れ

角度）𝜃が収束計算される。平均ひび割れ間隔𝑆௩は式(2)

で表現されるように，ひび割れ角度𝜃に依存する値であ

る。解析フローでは力（軸力）のつり合い条件を満たす

ために主応力角度𝜃は収束計算時に変動するが，一般に

実現象において既発ひび割れ角度𝜃が変形状態に応じ

て変動することはない。そこで，解析フロー上で主引張

ひずみ𝜀ଵがひび割れ発生ひずみ𝜀に達した時の主応力

角度𝜃をひび割れ角度𝜃と設定し，式(2)によって，平均

ひび割れ間隔𝑆௩を算出する。なお，本研究では 2 次ひび

割れ以降のひび割れ角度についても 1 次ひび割れ角度と

同値と仮定する。 

4.2.2 ひび割れ幅推定 

図－5 にひび割れ方向，各方向ひずみを定義した。こ

こに，𝜀ଵ：主引張ひずみ，𝜀ଶ：主圧縮ひずみ，𝜀௩：材軸方

向ひずみ，𝜀：材軸直交方向ひずみ，𝜀ୄ：ひび割れ直交

ひずみ，𝜃：主応力角度，𝜃：ひび割れ角度である。ま

た，平均ひび割れ間隔𝑆にモールのひずみ円（図－6）

を用いて算出されたひび割れ直交方向ひずみ𝜀ୄを乗じた

ものを平均ひび割れ幅𝑤௩とした（式(4)，式(5)）。 

 
𝜀ୄ =

𝜀ଵ − 𝜀ଶ

2
+

𝜀ଵ + 𝜀ଶ

2
sin 2(𝜃 − 𝜃) (4) 

 𝑤௩ = 𝜀ୄ𝑆 (5) 

なお，最大ひび割れ幅𝑤௫は解析で得られる平均ひび

割れ幅を文献 8)の指針式を変形することで得られる式

(6)を用いて算出した。 

 
𝑤௫ = ൬

29.2

𝑆
+ 1.53൰ ∙ 𝑤௩ (6) 

   

図－5 ひび割れ方向・ひずみ方向 図－6 モールのひずみ円 図－7 ひび割れ総長さ 
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4.2.3 ひび割れ長さ推定 

 ここでは文献 9)を参考に本手法で得られるひび割れ間

隔，幅とひび割れ幅分布モデルを用いてひび割れ幅の階

級ごとにひび割れ長さを求める。 

まず，ひび割れ幅分布が対数正規分布に従うことから，

解析から得られる平均ひび割れ幅と式(7)を用いて平均

値𝜆（ひび割れ幅の自然対数をとったものの平均値）が推

定できる。 

 𝜆 = ln ൬
𝜇

√1 + 𝜈ଶ
൰ (7) 

ここに，𝜇：確率変数 X（ここではひび割れ幅 w）の平均

値，𝜎：X の標準偏差，𝜈：変動係数である。なお，文献

10)より，ひび割れの進展により標準偏差が大きく変動す

ることがないことが確認されていることから，本研究で

は実験により得られた標準偏差（𝜎 = 0.16，𝜁 = 0.38）を

用いた。また，実験により確認された乾燥収縮ひび割れ

の進展は微小であることから，本研究では地震時せん断

ひび割れの進展にのみ着目することにした。 

次に，上限のない確率密度関数として表現されるひび

割れ幅分布を，𝑤௫を上限とする𝑛௦௦個のひび割れ幅

階級として扱うことによりひび割れ幅階級ごとのひび割

れ長さを推定する。 

ここでまず，図－7 より幾何学的にひび割れ総長さ𝑙௩ଵ

（式(8)）を定める。 

 

𝑙௩ଵ =
𝐻

cos 𝜃
൬

𝐻 sin 𝜃 + 𝐿 cos 𝜃

𝑆
− 2𝑞൰

+
𝑞(𝑞 + 1)𝑆

sin 𝜃 cos 𝜃
 

(8) 

 𝑞 =
𝐻 sin 𝜃

𝑆
 (9) 

ここに，𝐿：壁長，𝐻：内法高さである。ただし，𝑞 < 1の

とき，𝑞 = 0とする。 

 最大ひび割れ幅を含むひび割れ長さを𝑙௫（式(10)）と

おくと，ひび割れ幅分布から推定される𝑛௦௦個の階級に

分割されたひび割れ長さの合計値は式(11)で示される。 

 𝑙௫ =
𝐻

cos 𝜃
 (10) 

 𝑙௩ଶ =  ൞
𝑓 ቀ

2𝑖 − 1
2𝑛௦௦

𝑤௫ቁ

𝑓 ቀ
2𝑛௦௦ − 1

2𝑛௦௦
𝑤௫ቁ

ൢ

ೌೞೞ

ୀଵ

𝑙௫ (11) 

ここで，確率密度関数𝑓(𝑥)は式(12)で表される。 

 𝑓(𝑥) =
1

√2𝜋𝜁𝑥
𝑒𝑥𝑝 ቈ−

1

2
൬

ln 𝑥 − 𝜆

𝜁
൰

ଶ

 (12) 

本研究では式(8)と式(11)が等しくなる（近似する）よう

に，すなわち幾何学的に表現されるひび割れとひび割れ

幅分布から推定されるひび割れのそれぞれの本数が等価

となるようにひび割れ幅階級𝑛௦௦を定めるものとした。 

最後に，任意のひび割れ幅階級ごとのひび割れ長さ𝑙

について確率分布関数を用いて，最大ひび割れ幅を含む

ひび割れ長さ𝑙௫との比から式(13)で算出する。 

 𝑙 =
𝐹 ቀ

𝑤௫
𝑛௦௦

𝑖ቁ − 𝐹 ቀ
𝑤௫
𝑛௦௦

(𝑖 − 1)ቁ

𝐹(𝑤௫) − 𝐹 ቀ
𝑛௦௦ − 1

𝑛௦௦
𝑤௫ቁ

∙ 𝑙௫ (13) 

なお，本研究ではひび割れ総長さ𝑙௧௧は式(14)の条件を

満たすように求めた。 

 𝑙௧௧ =  𝑙

ೌೞೞ

ୀଵ

≤ 𝑙௩ଵ (14) 

以上の平均ひび割れ間隔𝑆，最大ひび割れ幅𝑤௫，総

ひび割れ長さ𝑙௧௧を実験値との比較対象とした。また，

モールのひずみ円を用いて算出されるせん断ひずみ𝛾を

用いて実験値との比較を行った。 

 𝛾 = (𝜀ଵ − 𝜀ଶ) ∙ sin 2𝜃 (15) 

4.3 材料構成則 11) 

コンクリート圧縮特性として式(16)を用いた。また，コ

ンクリートの 2 軸効果を考慮し，1 軸圧縮強度を低減さ

せた（式(17)）。引張特性は，ひび割れが生じるまでは線

形（式(18)）とし，ひび割れ発生後の tension stiffening 効

果を考慮した Vecchio&Collins 式（式(19)）を用いた。 

 
𝑓ଶ = 𝑓ଶ௫ ቈ2 ൬

𝜀ଶ

𝜀′
൰ − ൬

𝜀ଶ

𝜀′
൰

ଶ

 (16) 

 𝑓ଶ௫

𝑓′
=

1

0.8 − 0.34
𝜀ଵ

𝜀′
ൗ

≤ 1.0 (17) 

 
𝑓ଵ =

2𝑓′

𝜀′
𝜀ଵ (𝜀ଵ ≤ 𝜀) (18) 

 
𝑓ଵ =

𝛼ଵ𝛼ଶ𝑓

1 + ඥ500𝜀ଵ

 (𝜀 < 𝜀ଵ) (19) 

ここに，𝑓ଶ：主圧縮応力，𝑓ଶ௫：低減された 1 軸圧縮

強度，𝑓′：圧縮強度，𝑓ଵ：主引張応力，𝑓：引張強度，

𝜀：ひび割れ発生ひずみ，𝜀′：圧縮強度時のひずみ，𝛼ଵ：

鉄筋の付着特性による係数，𝛼ଶ：作用荷重の特性を表す

係数（繰り返し載荷：𝛼ଶ = 0.7）である。 

 鉄筋の応力－ひずみ関係は，完全弾塑性とし，計算処

理の簡便性を考慮してひずみ硬化領域を無視した。 

4.4 壁部材の矩形置換 

解析におけるせん断力算定において，側柱の影響につ

いて全断面積は考慮せず文献 12)を参考に側柱の有効断

面積による効果を壁長さの増分に換算して，アーチまた

はトラス機構に有効な壁長さとして算出し，側柱を含め

た壁部材を長方形断面に置換して解析を行った。 

 

5. 推定結果 

図－8，表－2 に解析によって得られた荷重－せん断部

材角関係と文献 13)に示される手法を用いて抽出した荷
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重－せん断変形成分との比較を，図－9，図－10，図－11 

にひび割れ間隔とひび割れ幅，ひび割れ長さそれぞれに

ついて実験値との比較を示す。 

図－8，表－2 より WM 試験体では最大耐力，剛性と

もに実験結果を概ね近似したが，WD2 試験体および

WD1 試験体については最大耐力，剛性ともに過大評価し

た。これは乾燥収縮による影響を解析で考慮していない

こと，繰り返し載荷による物性変化（剛性低下，鉄筋の

疲労）を考慮できていないことが原因として考えられる。 

図－9 より，解析値は部材角 0.0024~0.0025rad.程度で

定常状態に達したことが確認された。また，ひび割れ角

度は各試験体ともに 0.79rad.が記録され，これらの値を用

いて平均ひび割れ間隔の算定を行った。これにより定常

状態に達する以前の平均ひび割れ間隔は試験体・載荷方

向によりばらつきが大きいものの，ひび割れ間隔の減少

傾向，定常状態に達した時（ひび割れ間隔が一定値をと

り始める点）の部材角や定常状態到達後の平均ひび割れ

間隔は概ね推定可能であることが確認された。 

図－10 より，最大ひび割れ幅について変形が増大する

につれ解析値が実験値を過大評価する傾向が見られたが，

ひび割れ拡幅傾向を概ねとらえていることが確認された。

本研究では，定常状態到達時剛性低下係数𝛽を 0.10 と仮

定し，定常状態到達判定の基準，ひび割れ進展の指標と

しているが，今後この妥当性の検証が必要である。 

図－11 より，実験値について WM 試験体，WD2 試験

体，WD1 試験体の順に乾燥収縮の影響により初期ひび割

れが多く発生していることが確認された。本推定手法に

より，乾燥収縮ひび割れの影響が小さい WM 試験体は，

ひび割れ長さの進展傾向を概ねとらえているが，WD2 試

験体および WD1 試験体については，解析では材齢によ

る材料強度上昇分のみ考慮し，乾燥収縮による初期ひび

割れによる影響を考慮していないことで，解析結果は実

験結果を過大評価した。これは，乾燥収縮ひび割れ部の 

図－8 荷重－せん断部材角関係 

 

表－2 最大耐力点 

 WM 試験体 WD2 試験体 WD1 試験体 

実験値 
1604kN 

4.5×10-3rad. 
1541kN 

6.1×10-3rad. 
1588kN 

5.1×10-3rad. 

解析値 
1687kN 

4.4×10-3rad. 
1661kN 

4.4×10-3rad. 
1752kN 

4.4×10-3rad. 
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図－9 部材角－平均ひび割れ間隔関係 

 

 

図－10 部材角－最大ひび割れ幅関係 
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拡幅・変形がせん断変形を幾らか負担し，地震時せん断

ひび割れの発生・進展が低減されたものと考えられる。

但し WD1 試験体と WD2 試験体の解析および実験結果

の差の定量評価については今後分析を進める予定である。 

 

6. まとめ 

提案手法を用いて，せん断変形が卓越する RC 造壁部

材のひび割れ進展の推定を行い，実験値との比較を行っ

た。以下に得られた知見を示す。 

1) 修正圧縮場理論を壁部材に適用した解析によるせ

ん断耐力計算により，やや大きめに評価する傾向は

あるものの最大耐力は概ね推定可能であることが

確認された。最大耐力が大きめに評価された要因と

して乾燥収縮の影響を考慮していないこと，繰り返

し載荷による物性変化（剛性低下，鉄筋の疲労）を

十分に考慮していないことなどが考えられる。 

2) 初期剛性に対する剛性低下率をひび割れ進展の判

断基準としたひび割れ進展解析により，ひび割れ定

常状態に達するときの部材角，ひび割れ角度および

それに付随する平均ひび割れ間隔の減少傾向を概

ね推定可能であることを確認した。 

3) ひび割れ幅について，ひび割れの拡幅し始める部材

角（定常状態に達する部材角）の推定結果は概ね一

致しており，ひび割れの拡幅傾向も概ね推定可能で

あることが確認された。 

4) ひび割れ幅分布形状を用いたひび割れ長さ推定に

より，ひび割れ長さの増加傾向および実験値と解析

値でひび割れ長さが概ね一致していることが確認

された。 
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図－11 部材角－平均ひび割れ総長さ関係 
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